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第53回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2023年6月28日)、第70回「エネルギーを巡る最近の動
向について」（2025年12月） 資源エネルギー庁 より引用へ著者加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/index.html

G7各国のエネルギー自給率

✓ 日本の一次エネルギー自給率は13％→15.3%（2023）→16.4%（2024）
と極めて低い

✓ エネルギー安全保障・食料安全保障の問題あり

エネルギー自給率 食料自給率

日本 13％→16.4% 38％

米国 104％ 121％

英国 63％ 70％

フランス 54％ 131％

ドイツ 35％ 84％

イタリア 23％ 58％

カナダ 186％ 233％
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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第69回会合）配布資料「エネルギーを巡る最近の動向について」
令和7年6月 資源エネルギー庁 より、一部抜粋し登壇者一部加筆



Department of Architecture, WASEDA University 5

D: 
リサイクル再利用

D
再利用

リサイクル
エネルギー回収C1

撤去・解体

C2
廃棄物の輸送

C3
中間処理

C4
廃棄物の処理

C1-C4: 
解体段階

エンボディドカーボン(A1-A5, B1-B5, C1-C4) ※B6-B7除く

B1-B5
使用

メンテナンス
修繕
交換
改修

B6-B7
運用時のエネルギー消費

運用時の水消費

B1-B5, B6-B7: 
使用段階

オペレーショナルカーボン (B6-B7)

A4
現場への輸送

A5
施工

A4-A5: 
建築施工段階

アップフロントカーボン (A1-A5)

ホールライフカーボン評価 (A1-A5, B1-B5, B6-B7, C1-C4, D)
EN15978: 2011, ISO21930:2017

A1-A3: 
資材製造段階

A1
原材料の調達

A2
工場への輸送

A3
製品の製造
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国内CO2排出量における建築物のライフサイクルカーボン割合
（推計・国交省）

第29回 社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会（2025年12月12日)資料へ著者加筆
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s203_kenntikukannkyou.html

2028年度から5,000m2

以上の事務所ビルを対象
にライフサイクルカーボ
ンの報告義務化制度開始
検討
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J-CAT：ダウンロードサイト

https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/jcat/index.html

J-CAT Japan Carbon Assessment Tool for Building Lifecycle

IBECsに、産官学の連携により、総合的にLCCO2を実質ゼロに
する建築物について、その評価手法を整備し、普及促進を図る
こと目的として、「ゼロカーボンビル推進会議」を設置
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第7次エネルギー基本計画の概要

◼ 時間軸
2040年の最終エネルギー消費量は2.6～2.7億kL
第6次エネルギー基本計画 2.8億kL
2040年を中間目標年として電力ほぼ脱炭素化
（排出係数0～40gCO₂/kWh）

◼ 電源構成方針
再エネ最大限導入（40～50％）
原子力最大限活用（再稼働・運転延長・次世代炉）
火力脱炭素化（アンモニア・水素混焼、CCUS）

◼ 需要側対策
電力需要の大幅増加（データセンター・半導体・電化）
省エネ徹底（ZEB/ZEH義務化）
データセンター効率化、ワット・ビット連携

◼ 国際連携
AZEC、重要鉱物確保、サプライチェーン強靱化
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削減目標（NDC）2025年2月18日提出

環境省
https://www.env.go.jp/press/press_04043.html
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内閣官房 地球温暖化対策推進本部 (第52回) 配布資料「地球温暖化対策計画（案）の概要」令和6年12月 より、抜粋し登壇者一部加筆
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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第68回会合）配布資料「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」令和6年12月 資源エネルギー庁 より、一部抜粋し
登壇者一部加筆

シナリオ別エネルギー起源CO2排出量
2040年度に電力はほぼ非化石化

1kWhで僅か40gCO2/kWh排出

電力排出係数(kgCO2/kWh）
2013年度：572g
2023年度：397g
2030年度：約250g（第6次）
2040年度：0～40g（第7次）
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非化石エネルギーの自給率が高くなる必要がある

引用：https://app.electricitymaps.com/map 著者加筆

2025年11月3日 10:45 1kWhの電気のCO2排出量、スウェーデンは日本時間11時

九州 101g-CO2 東京 409gｰCO2 南中央スウェーデン 19g-CO2



Department of Architecture, WASEDA University 13

BEI（Building Energy Index）
一次エネルギー消費量基準
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家庭用エネルギー消費量の用途別割合
（2020年度）

冷房

3.4% 暖房

25.3%

給湯
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動力・照明他
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17,545MJ
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約1.0倍
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約1.7倍

エネルギー白書2024年から引用

給湯割合が大きい、次点が暖房



Department of Architecture, WASEDA University 15環境省HPから引用 https://www.env.go.jp/guide/info/ecojin/feature1/20251203.html

ZEH（住宅）の定義（環境省）
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建築物省エネ法の適合義務水準の経緯（国交省）

適合していない建築物は座礁資産になる可能性
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ZEH・ZEBの更なる普及に向けた課題

引用：資源エネルギー庁省エネ小委員会資料、SII報告会資料から著者作成

新築戸建住宅のZEH化率
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ZEHの年間エネルギー実測値
5，6地域：全電化、ガス併用、燃料電池併用住宅
112件の戸建住宅の実測結果

✓ 平均PV容量：6.4kW（全電化）、5.9kW（ガス併用）、平均UA値：0.5W/(m2K)
✓ 家電を含んでも平均値ではネット・ゼロ達成
✓ 太陽光発電・燃料電池の役割は大きい
✓ 燃料電池設置住宅は冬季の電力自給率を高める

✓ 大木玲奈、小川崇臣、田辺新一、全電化のネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの電力需給に関する実態分析、日本建築学会環境系論
文集、2020年9月、https://doi.org/10.3130/aije.85.685

✓ 里洋平、新藤幹、稲葉愛永、藤井香菜子、新井遥、中川純、田辺新一、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスのエネルギー消費量に関
する実態分析、日本建築学会環境系論文集、2022年12月、https://doi.org/10.3130/aije.87.877
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https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2024/062/
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第6次エネルギー基本計画
エネルギー需給参考資料

高効率給湯器の導入に大きな期待（2030年度）
CO2冷媒HP給湯器： 1,590万台
潜熱回収型給湯器： 3,030万台
燃料電池： 300万台
（ ）は見直し前の数字
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22
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ZEB（ネット・ゼロ・エネルギービル）

ZEB→省エネ＋ゼロ・エミッションへ
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三菱電機ZEB関連技術実証棟「SUSTIE」

https://www.mitsubishielectric.co.jp/corporate/randd/sustie/index.html
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新建築2026年2月号別冊
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ZEBシリーズの推移（面積ベース）
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平地面積あたりの日本の太陽光設備容量は世界最大・ドイツの2倍

置き場所を考える必要あり

面積あたりの各国太陽光設備容量

426

184

63

26

24

11

10

0 100 200 300 400 500

日本

ドイツ

英国

フランス

中国

インド

米国

平地面積あたりの太陽光設備容量（kW/km2）
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太陽光発電

5kW = 20 パネル × 250W 
1kW=5m2 設置には約10m2 必要
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浮体式洋上風力（長崎・五島）
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エネルギーを最適管理する司令塔

つくる
おくる

つかう

￥

火力発電所など

水力発電所

太陽光発電／CGS／蓄
電池設備つきビルICTによる制御

変電所

風力発電所

エネルギー貯蔵設備

電気の流れ
情報の流れ

送配電網

電気自動車蓄電池

太陽光パネル

ZEH

HP給湯器

燃料電池

電力ネットワーク
（グリッド）

ZEB

太陽光発電所

揚水発電所

再生可能エネルギー電源

スマートメーター

スマートコミュニティ

電力品質（電圧・周波数）問題 賢い省エネの実行

あやつる

変動型再エネを有効活用するには

早稲田大学スマート社会技術融合研究機構（ACROSS）
http://www.waseda.jp/across/）

http://www.waseda.jp/across/
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フランスの不動産屋の店頭表示

→エネルギー

→CO2

撮影：田辺新一
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2050年に目指すべき住宅・建築物の姿
✓ （省エネ）ストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能（※１）が確保さ

れる。
✓ （再エネ）導入が合理的な住宅・建築物における太陽光発電設備等の再生可能エ

ネルギー導入が一般的となる。

2030年に目指すべき住宅・建築物の姿
✓ （省エネ）新築される住宅・建築物についてはZEH・ZEB基準の水準の省エネ性

能（※２）が確保される。
✓ （再エネ）新築戸建住宅の６割において太陽光発電設備が導入される。

（※１）「ストック平均でZEH・ZEB基準の省エネ性能の確保」とは、
住宅  ：一次エネルギー消費量を省エネ基準から20％程度削減、
建築物：用途に応じて30％又は40％程度削減されている状態

（※２）
住宅：強化外皮基準及び再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネ基
準値から20％削減
建築物：再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネ基準値から用途に
応じて30%削減又は40%削減（小規模は20%削減）

2050年及び2030年に目指すべき姿
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第一条の二：脱炭素は我慢ではない

第一条の二（新設）
建築物のエネルギー消費性能の向上及び脱炭素化の取組は、自然災害
による被害の発生の防止又は軽減その他の建築物の安全性、健康の増
進その他の建築物の快適性その他の建築物に必要な性能を確保すると
ともに、建築物の取得又は賃借に当たっての国民の負担能力を考慮し
つつ、長期にわたり良好な状態で使用することができる建築物の確保
が図られ、かつ、我が国経済の成長に資するものとなることを旨とし
て行われなければならない。
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住宅・建築分野の2035・40年に向けて

➢ 運用時だけではなく、エンボディド・カーボン対策が必要
 J-CATによる計算が可能になった→冷媒の影響が大きい
 EPD、CFPの取得が重要になる

➢ ネット・ゼロを考慮したあり方の議論が必要
 省エネに関しては必要条件化、ネット・ゼロへのシナリオ再構築の必要
 GX志向型住宅などの次世代GX投資とカーボンプライシングに注目
 熱・燃料の非化石化が次の課題

➢ 再生可能エネルギー（非化石エネルギーと需要の最適化）
 オンサイトに加えて、オフサイトPPA、証書、小売りメニューからの選択な

どをどのように考慮するか→再エネの利用促進策が必要
 需要の最適化のために住宅・建築物の役割重要

➢ 住宅のウェルビーング・レジリエンス
 すまいの価値（健康性・快適性）を伝えることが重要

➢ 新築対策から既存建築の対策へ「建築を使いこなす」
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